
（様式１－３）

日立市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票

平成２４年６月時点

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。

NO. １ 事業名 水産業共同利用施設復興整備事業 事業番号 Ｃ－７－１

交付団体 日立市 事業実施主体（直接/間接） 民間団体

総交付対象事業費 151,200（千円） 全体事業費 151,200（千円）

事業概要

東日本大震災により津波被害の大きかった久慈地区の復興まちづくりを目指し、当該地区の主要産業で

ある水産業の振興と地域活性化を図るため、民間事業者による水産加工流通施設の整備を支援する。

※日立市震災復興計画（平成 23 年 9月策定）5ページ

  「津波により甚大な被害を受けた水産業をはじめとして、各方面の産業の復興に向けた取り組みを支

援し」

  日立市総合計画（平成 24 年 3月策定）103ページ

  「地元水産物の流通・販売及び新たな水産加工品の開発等を支援します」

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

東日本大震災の被害との関係

津波による浸水被害を受けた民間の水産加工流通施設について、水産業の振興や津波対策などを考慮し

た新たな施設整備に対して支援を行うもの。

※区域の被害状況も記載して下さい。

関連する災害復旧事業の概要

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。

関連する基幹事業

事業番号

事業名

交付団体

基幹事業との関連性



（様式１－３）

日立市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票

平成２４年６月時点

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。

NO. ３ 事業名 久慈茂宮線外１線改築事業 事業番号 Ｄ－１－２

交付団体 日立市 事業実施主体（直接/間接） 日立市

総交付対象事業費 20,000（千円） 全体事業費 20,000（千円）

事業概要

本市で最も津波被害の大きかった久慈地区から高台へ避難するための道路整備である。

   計画延長Ｌ＝７５０ｍ  Ｗ＝１０．０～１２．０ｍ

〈日立市震災復興計画〉

  Ｐ１７ ライフライン・緊急避難道路の整備充実

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

当面の事業概要

＜平成 24年度＞

  地域説明会、現況測量、路線測量、道路詳細設計等

東日本大震災の被害との関係

当該事業は、今回の大震災の際、久慈地区で最も内陸部まで津波が押し寄せた住宅地を起点とする道路

整備事業である。

当該地区は背後にＪＲ線が走っているため、高台へ迅速に避難するには、旧日立電鉄線がＪＲと交差す

るルートを避難路として活用することがベターである。

※区域の被害状況も記載して下さい。

関連する災害復旧事業の概要

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。

関連する基幹事業

事業番号

事業名

交付団体

基幹事業との関連性



（様式１－３）

日立市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票

平成２４年６月時点

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。

NO. ４ 事業名 都市防災推進事業（津波シミュレーション等の計画策定等） 事業番号 Ｄ－２０－１

交付団体 日立市 事業実施主体（直接/間接） 日立市

総交付対象事業費 30,000（千円） 全体事業費 30,000（千円）

事業概要

本市は、南北３３㎞の海岸線を有しており、東日本大震災の際は漁港、港湾区域を中心に広範囲に津波

が押し寄せ、その被害は漁港、港湾施設のみならず、多くの住宅やホテル・旅館等まで及んだ。

このため、市全域の海岸部を対象に、津波シミュレーションに応じた防潮堤の嵩上げなどのハード対策

の検討を行うとともに、津波からいち早く避難するための避難道路、避難階段、避難所等の整備及び避難

誘導体制等のソフト対策についても調査・検討し、そのうえで緊急性、必要性の高い事業を選定すること

とする。

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

当面の事業概要

＜平成 24年度＞

  津波シミュレーション、浸水区域想定、避難対策の検討

  

東日本大震災の被害との関係

本市の海岸部では、津波による浸水被害等はあったものの、屋外放送塔等による避難の呼び掛けが功を

奏し、今回は人的被害は生じなかった。

しかし、津波高・津波速度及び津波発生の時間帯等によっては、津波からの避難が困難な地位も予想さ

れ、人的被害も含めた甚大な被害が発生する恐れも十分に考えられるため、浸水区域等も想定したハード・

ソフト両面の避難対策を検討しておく必要がある。

※区域の被害状況も記載して下さい。

関連する災害復旧事業の概要

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。

関連する基幹事業

事業番号

事業名

交付団体

基幹事業との関連性


